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記
号

分野 法律名
掲載月
-番号 代表改正法令名称

他
件
数

法令番号
公布
日

施行
日

法令内容 適用者

大気
汚染

大気汚
染防止

法
7-1

大気汚染防止法施行規則等の
一部を改正する省令

2
環境省令第
10号

2023.
6.23

2026.
1.1他

法第18条の15に基づき、建築物等の解体等工事の元請業者は原則当該
工事が特定粉じん排出等作業を伴う工事か事前調査し発注者に説明する
義務があります。また、2020.10.15公布の改正大防法施行規則において、
建築物等の事前調査は、原則必要な知識を有する者に行わせることとさ
れました。今回、建築物等に続き、特定の工作物に係る事前調査につい
ても同様とする改正、並びに必要な知識を有する者の基準が規定されまし
た（2026.1.1施行）。

当該工作物の事前
調査を行う事業者

B 9-1
地球温暖化対策の推進に関す
る法律施行令の一部を改正す
る政令

- 政令第272号
2023.

9.1
2024.
4.1

同法で規定される各温室効果ガスの地球温暖化係数が最新の科学的知
見等を踏まえたものに更新され、都市ガス及び熱の使用に伴う二酸化炭
素排出量の算定に用いる係数を供給事業者ごとの係数とするほか、エネ
ルギー使用以外の二酸化炭素排出量、メタン排出量等の算定対象活動
を見直す改正等が行われました。

温室効果ガス排出
量算定・報告を行
う事業者

3-5

事業活動に伴う温室効果ガス
の排出抑制等及び日常生活に
おける温室効果ガスの排出抑
制への寄与に係る事業者が講
ずべき措置に関して、その適
切かつ有効な実施を図るため
に必要な指針の全部を改正す
る件

-

内閣府・総
務・法務・
外務・財
務・文部科
学・厚生労
働・農林水
産・経済産
業・国土交
通・環境・
防衛省告示
第1号

2023.
3.24

同日

同指針は、温対法第25条に基づき策定されるもので、以下に関する措置に
ついて、事業者が適切かつ有効に実施するために必要な事項を定めてい
ます。今回指針全部が改正されました。
① 事業活動に伴う温室効果ガス排出削減等
② 日常生活における温室効果ガス排出削減への寄与

温室効果ガス排出
を伴う事業活動を

行う事業者等

フロン
類の使
用の合
理化及
び管理
の適正
化に関
する法

律

4-3
4-4

経済産業省関係フロン類の使
用の合理化及び管理の適正化
に関する法律施行規則の一部
を改正する省令

5
経済産業省
令第12号

2023.
3.30

2023.
4.1

フロン類の製造事業者等の判断の基準となるべき事項に記載される地球
温暖化係数の参照法令及び同業者によるフロン類の生産量又は輸入量を
算出する際の地球温暖化係数の参照法令が変更されました

当該物質を生産ま
たは輸入する事業
者並びに当該製品
を製造する事業者
等

7-3
脱炭素成長型経済構造への円
滑な移行の推進に関する法律
の施行期日を定める政令

1 政令第221号
2023.
6.23

下記法律の施行日が2023.6.30に決まりました。その他、予算決算及び会
計令等、会計に関係する政令の改正が行われました。

5-1
脱炭素成長型経済構造への円
滑な移行の推進に関する法律

- 法律第32号
2023.
5.19

この法律は、日本の産業構造・社会構造を変革し脱炭素成長型経済構造
へ移行していくために新たに制定された法律で、先に閣議決定された「GX
実現に向けた基本方針」に基づき、政府はGX経済移行債発行やGX推進
機構の設立等の施策を講じていきます。事業者に対しては、脱炭素成長
型経済構造への円滑な移行に資する投資その他の事業活動を積極的に
行うよう努めることを求めています(法第5条)。

8-1
廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律施行規則の一部を改正
する省令

-
環境省令第

12号
2023.
7.27

2023.
9.16

法に基づく申請において、同時に2つ以上の申請書その他の書類を提出
する場合の添付書類の提出方法が変更されました。添付すべき書類の内
容が同じであるときは、1つの申請書等に添付書類を添え、他の申請書等
にはその旨を記載することで書類の添付を省略することができるようになり
ました。

法に基づき複数の
申請等を行う事業
者

7-2

廃棄物の減量その他その適正
な処理に関する施策の総合的
かつ計画的な推進を図るため
の基本的な方針

-
環境省告示

第49号
2023.
6.30

同日

法第5条の2第1項の規定に基づき環境大臣が定める題記方針について、
2016年以来の改正が行われました。2050年カーボンニュートラルに向けた
脱炭素化の推進、地域循環共生圏の構築推進、ライフサイクル全体での
徹底した資源循環の促進等、廃棄物処理を取り巻く情勢変化を踏まえた内
容等が盛り込まれました。

―

特定有
害廃棄
物等の
輸出入
等の規
制に関
する法

律

6-1

特定有害廃棄物等の輸出入等
の規制に関する法律施行規則
に係る民間事業者等が行う書
面の保存等における情報通信
の技術の利用に関する法律施
行規則

-
経済産業・
環境省令第2

号

2023.
6.16

同日

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律に係る手続きのうち、
民間事業者が行うとされている書面の通知又は保存について、電磁的記
録で行うことを可能とするための改正です。今回、輸入移動書類に係る処
分を行う者による輸入特定有害廃棄物等の引渡し受領通知及び輸入特定
有害廃棄物等の処分完了通知並びに写しの保存（則第8条）について電
磁的記録を用いることが可能となりました。

当該通知を行う事
業者

A
エネ
ル
ギー

エネル
ギーの
使用の
合理化
等に関
する法

律

4-1
4-2

安定的なエネルギー需給構造
の確立を図るためのエネル
ギーの使用の合理化等に関す
る法律等の一部を改正する法
律の施行に伴う関係政令の整
備等に関する政令

8 政令第68号
2023.
3.23

2023.
4.1

2022.5.20公布の題記改正法が施行されることに伴う関係法令の改正で
す。省エネ法関連では、中長期計画及び定期報告の対象がこれまでの化
石エネルギーから、非化石エネルギーまで拡大され、非化石エネルギー
への転換の目標の設定並びに非化石エネルギーの使用状況等の報告等
を求めます。

工場・貨物輸送等
においてエネル
ギーを使用して事
業を行う特定事業
者等

各温室効果ガスの地球温暖化係数が最新の科学的知見等を踏まえたものに更新され、都市ガス及び熱の使用に伴う二酸化炭素排出量の算定に用いる係数を供給事
業者ごとの係数とするほか、エネルギー使用以外の二酸化炭素排出量、メタン排出量等の算定対象活動を見直す改正等が行われました。（2024.4.1施行）

地球
温暖
化

脱炭素
成長型
経済構
造への
円滑な
移行の
推進に
関する
法律

2023.
6.30

―

廃棄物
の処理
及び清
掃に関
する法

律

地球温
暖化対
策の推
進に関
する法

律

廃棄
物

地球温暖化対
策の推進に関
する法律

 2023.9.25

環境関連法規制等の動き　　2023年度上期 (2023.3.22～2023.9.15)  まとめ

中長期計画及び定期報告の対象がこれまでの化石エネルギーから、非化石エネルギーまで拡大され、非化石エネルギーへの転換の目標の設定並びに非化石エネル
ギーの使用状況等の報告等を求めます。

法令名 2023年度上期の主な法令改正　(詳細は掲載月の環境関連法規制等の動きをご覧ください。)

エネルギーの
使用の合理化
等に関する法
律

1 



エネ
ル
ギー

建築物
のエネ
ルギー
消費性
能の向
上に関
する法
律

9-2

脱炭素社会の実現に資するた
めの建築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法律等の
一部を改正する法律の一部の
施行期日を定める政令

1 政令第279号
2023.
9.13

2024.
4.1

2022.6.17に公布された題記法の一部の施行日が2024.4.1に決まりました。
今回施行されるのは、建築物省エネ法施行令の名称を「建築物のエネル
ギー消費性能の向上等に関する法律施行令」に変更する改正ほか、建築
基準法施行令に係る内容(耐火建築物の壁の要件等)が改正されました。

当該建築物を建築
する建設事業者等

化学
物質

毒物及
び劇物
取締法

6-2
毒物及び劇物指定令の一部を
改正する政令

- 政令第193号
2023.
5.26

2023.
6.1

医薬品及び農薬原料等に利用される3-アミノプロパン-1-オール及びこれ
を含有する製剤(ただし、3-アミノプロパン-1-オール1%以下を含有するもの
を除く)が新たに「劇物」に指定、既存の劇物である2-イソブトキシエタノー
ルの除外含有割合を10%から15%以下へ変更及び四酸化二アンチモン及
びこれを含有する製剤が劇物から除外されました。

当該物質を取扱う
事業者

合法伐
採木材
等の流
通及び
利用の
促進に
関する
法律

5-2
合法伐採木材等の流通及び利
用の促進に関する法律の一部
を改正する法律

- 法律第22号
2023.

5.8
2年以
内

合法伐採木材等の利用の確保に関する判断の基準(法第6条)に基づく対
応が求められる木材関連事業者に小売事業者(業種は今後規定予定)を
新たに追加、また製材事業者や輸入事業者等の木材関連事業者が立木
の販売者や木材輸入事業者から木材等の譲受け等をする場合に合法性
の確認を義務付けます。

当該木材関連事業
者

国等に
よる環
境物品
等の調
達の推
進等に
関する
法律

4-6
環境物品等の調達の推進に関
する基本方針の変更について

-
環境省告示
第9号

2023.
3.23

同日

基本方針が改正され、新たにオフィス家具等の分野に個室ブース、ディス
プレイスタンド、設備の分野に低放射フィルムが追加されました。また、判断
基準の見直しが行われ、複数の品目において、カーボンフットプリントの算
定及び開示やカーボン・オフセットされた製品が設定等されました。

―

9-3
労働安全衛生法施行令の一部
を改正する政令

1 政令第265号
2023.
8.30

2025.
4.1他

令第18条及び令第18条の2に基づく“ラベル表示・SDS交付等の義務対象
物質”は、個々の物質名を列挙する形で規定されていますが、対象物質の
性質や基準を包括的に示し、規制対象の外枠を規定する方法へ変更され
ました(施行は2025年)。また、規定方法の変更により酸化アルミニウム等7
物質が同対象物質から除外されました。(同日施行)

当該物質を譲渡・
提供等を行う事業
者

5-4

労働安全衛生規則第577条の2
第2項の規定に基づき厚生労働
大臣が定める物及び厚生労働
大臣が定める濃度の基準

2
厚生労働省
告示第177号

2023.
4.27

2024.
4.1

2024.4.1施行の改正安衛則第12条の5で新たに規定されるリスクアセスメン
ト対象物において、その一部の物質については、労働者が屋内作業場で
当該物質にばく露される程度を濃度基準値以下となるよう、事業者は措置
を講じなければなりません(則第577条の2第2項)。今回、濃度基準値が設
定される物質とその基準値が示されました(-1)。また、技術上の指針では、
労働者のばく露の程度が濃度基準値以下であることを確認するための方
法等について定められました

5-3
有機溶剤中毒予防規則等の一
部を改正する省令

-
厚生労働省
令第69号

2023.
4.21

同日
他

特定化学物質障害予防規則(特化則)に基づく作業場への有害性等の掲
示の対象物質については、これまで同規則第38条の3で規定された特定
化学物質の一部に限定されていましたが、今回の改正で全ての特定化学
物質に拡大されました(2023.10.1施行)。その他、有機溶剤中毒予防規則
における掲示方法について、最新のデジタル技術等を活用するため、掲示
方法を限定しない改正が行われました。

9-4
石綿障害予防規則の一部を改
正する省令

-
厚生労働省
令第105号

2023.
8.29

2024.
4.1

石綿含入成形品等の除去並びに石綿等の切断等の作業等において、実
施が義務付けられる措置として新たに「除じん性能を有する電動工具を使
用すること」及び「石綿等の粉じんの発散を防止する措置を講ずること」が
追加されまた。また、作業を委託する場合、上記を委託業者へ周知するこ
とが義務化されました。

当該作業を行う事
業者等

4-7
労働安全衛生法施行令及び労
働安全衛生法関係手数料令の
一部を改正する政令

2 政令第69号
2023.
3.23

2023.
10.1

 法第44条の2では、特定の防じんマスクや絶縁用保護具等を製造等する
者に対し、型式検定を受けることを義務付けています。今回、型式検定を
受ける必要がある製品のうち、“電動ファン付き呼吸用保護具”を“防じん機
能を有する電動ファン付き呼吸用保護具”に改めるとともに、新たにアンモ
ニア用並びに有機ガス(亜硫酸ガス)用の防毒機能を有する電動ファン付き
呼吸用保護具が追加されました。

当該製品を製造す
る事業者

4-8

石綿障害予防規則第3条第4項
の規定に基づき厚生労働大臣
が定める者 及び 石綿障害予
防規則第4条の2第1項第3号の
規定に基づき厚生労働大臣が
定める物の一部を改正する告
示

-

厚生労働・
国土交通・
環境省告示
第1号

2023.
3.27

2026.
1.1他

工作物の石綿等の使用の有無についての事前調査を適切に実施するた
めに必要な知識を有する者の基準を規定する改正、並びに“観光用エレ
ベーターの昇降路の囲い部分”が事前調査結果等の報告が必要な石綿等
が使用されているおそれが高い工作物として指定(2023.10.1施行)されまし
た。

当該調査を実施す
る事業者等

4-9
労働安全衛生規則等の一部を
改正する省令

1
厚生労働省
令第66号

2023.
4.3

2024.
1.1他

2021.4.1施行の改正安衛法施行令において溶接ヒュームが新たに特定化
学物質として規制されたことを受けて、事業者は同物質を取り扱う作業等
する場合、特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能講習を修
了した者から作業主任者を選任しなければなりません。しかし、現在受講
者の多くは金属アーク溶接作業等のみの従事者であり、他物質も対象とす
る同講習の受講は負担が大きいため、金属アーク溶接等作業に限定した
講習が新設されます。これに伴い金属アーク溶接等作業主任者が規定さ
れました。

当該物質を取り扱
う作業を有する事
業者

4-10

作業環境測定基準 及び 第三
管理区分に区分された場所に
係る有機溶剤等の濃度の測定
の方法等の一部を改正する告
示

-
厚生労働省
告示第174号

2023.
4.17

2023.
10.1

他

新たに労働者の身体に装着した試料捕集機器等を用いる方法により濃度
測定を行うことができる物質として、粉じん(一部除く)、特定化学物質の一
部並びに有機溶剤の一部が追加されました。

当該物質の作業環
境測定を行う事業
者

安全
管理

循環
型社
会

労働安
全衛生

法

当該物質を製造又
は取扱い等する事
業者

2 


